
＜課題＞
○ 地域アプローチ
・ 地域によって出生率は大きく異なっており、出生率に関連の深い各種指標も大きく異なる。出生率低下の要因である「晩婚化・晩産化」の状
況や、それらに大きな影響を与えていると考えられる「働き方」、「所得」、「地域・家族の支援力」にも地域差がある。これまでの少子化対
策は、国全体での対策が中心であり、より効果的な対策という点では、地方の取組を主力とする「地域アプローチ」の重要性を認識した対策も
求められる。

＜今後の方向性＞
○ 地域アプローチ
・ 各地域における地域の実情に即した「働き方改革」を推進していく取組を、関係府省庁一体となって推進する。
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Ⅲ．今後の施策の方向

１．政策の基本目標

（３）若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる－地域アプローチによる少子化対策の推進－

① 地域の実情に応じた働き方改革

【対応の方針】

◎「地域働き方改革会議」における取組の支援

・ 各地域の地方公共団体や労使団体、金融機関などの地域の関係者から成る「地域働き方改革会議」において、地域の特性や課題の分析、こ

れに基づく仕事と子育て・介護等が両立できる環境整備や、ワーク・ライフ・バランスの推進、長時間労働の是正、女性の活躍促進などの働

き方改革について、地域特性に応じた取組を進めることを支援する。このため、「地域働き方改革会議」の求めに応じ、関係府省及び専門家

から成る「地域働き方改革支援チーム」が必要な支援を行い、「地方版総合戦略」の改訂や具体的な施策の実施につなげていく。

・ 上記の検討に地域における出生率に関する状況やこれに大きな影響を与える「働き方」に関する実態を地域別に分析した「地域少子化・働

き方指標」や「地域少子化対策検討のための手引き」を、必要に応じ改訂し、提供するとともに、「企業子宝率」等による企業の見える化の

取組など地域における先駆的・優良事例の横展開を推進する。

◎ 先進的な取組普及のための政策メニューの整備

・ 各地域の働き方改革を推進するため、先進的な取組の実施・普及を図る。具体的には、地域の働き方改革に向けた「包括的支援」や、企業

に対し子育てしやすい環境整備などの取組の進め方について直接出向き積極的に相談支援等を行う「アウトリーチ支援」、ひとり親家庭・若

者無業者等の地方におけるワーク・ライフ・バランスのとれた就労・自立を支援する「地方就労・自立支援」などの取組の普及を図る。さら

に、東京圏在住の地方出身学生の地方還流や地元在住学生の地方定着を促進するため、特に東京圏への若者の転出が多い地域において地元企

業でのインターンシップの実施等を支援する「地方創生インターンシップ」を産官学で推進するとともに、これと連携して地方就職を支援す

る奨学金制度の普及・活用の強化や勤務地限定正社員の普及等にも取り組む。

・ こうした先駆的な取組推進のため、地方創生推進交付金と各種補助金等を有機的に組み合わせた使い勝手の良い取組事例（モデル事業）を

示すなど、政策メニューの整備を進め、幅広い活用を支援する。
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「先進的な取組普及のための政策
メニューの整備」が盛り込まれる。

地域働き方改革会議
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交換会

地方創生に関する都道府県・指定都市

担当課長説明会

２月26日 第１回 「地域働き方改革支援チーム」

６月24日

地域働き方改革会議
（１回目）

27年度内に、すべての都道
府県において開催

第３回 「地域働き方改革支援チーム」
（状況に応じ開催）
○各都道府県への支援結果の情報共有
○意見交換 等

28年度内

「先進的な取組例」の決定

第２回 「地域働き方改革支援チーム」

第２回地域働き方改革
支援チーム資料
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